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1.研寛の目的と背景

わが国の都市は，焼損建物数が 1，000棟を超えるような大規模な

市街地火災を数多く経験してきた.こうした危険性は，多くの木造

建物が密集する市街地において特に顕著であり，ひとたび火災が発

生すれば容易に延焼火災へと発展する可能性が高い延焼火災の潜

在的危険性を有する木造密集市街地は，大都市をはじめとして全国

に幅広く分布しており，その対策の重要性が指摘されている U

対策を講じるにあたっては，市街地火災による被害を予測し，

対策の有効性を定量的に評価する手法の整備が必要となる.このう

ち，市街地火災の燃え広がりを時系列に予測する計算モデルは延焼

モデノレと呼ばれ，これまでにも数多く開発されてきた M 町 これら

は，過去に発生した市街地火災の情報をもとに経験的に火災前線の

移動速度を定式化したもの"-"，建物聞の延焼を介在する建物種別

に応じて確率的に定式化したものへ市街地を構成する個々の建物

の火災性状を現象の物理的知見に基づいて定式化¥.-toもの 7-10)など，

特徴の異なるいくつかの系統に分類でき，それぞれの特性に応じて

自治体の被害想定や防災まちづくり計画などに活用されてきた

ととで，市街地火災の発生の契機に着目すると，延焼モデルの予

測対象は，強風時の市街地火災と地震時の市街地火災(地震火災)， 

もしくはその混合型の市街地火災に分類することができる強風時
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には，風に吹き曝されることによって個々の火災建物が激しく燃焼

するのと同時に，飛ぴ火によって既に燃焼している領域から離れた

場所に非連続的な延焼が引き起こされる.一方，地震時には，同時

に複数の場所での出火が発生1.-，そのうちのいくつかが，地震動に

より損傷した建物が多数混在する市街地の中を燃え広がる，強風時

と地震時の市街地火災を比較すると，同じ市街地火災とは言え，そ

れぞれに特徴的な様相が存在する.しかしa これまでに開発されて

きた延焼モデルの多くでは，例えば市街地風による火炎や火災気流

の傾斜などの，強風時に顕著となる現象の定式化が重視されてきた.

一方，地震動による建物構造被害については，市街地火災の延焼性

状に大きな影響を及ぼすにもかかわらず，従来の延焼モデルでは十

分に考慮されてこなかった.

そこで本研究では，地震動による建物構造被害とその後に発生す

る火災性状との関係に着目した，地震火災の延焼性状予測モデルの

開発を行うことを目的とする注刀.また， 1995年に発生した兵庫県

南部地震後の神戸市内での延焼火災の記録と，本延焼モデルによる

計算結果の比較を行うことで，モデルの妥当性の検証を行う

2.地震火災延焼モデルの概要

地震火災延焼モデルの概念図を図 1に示すここでは，地震火災

を複数の建物火災の集合と捉え，他の建物火災の熱的な影響下にお

ける個々の建物の火災性状を予測することで，市街地全体の火災延

焼性状の予測を行う.こうした考え方は，筆者らがこれまでに開発

してきた延焼モデル目。)のそれを踏襲するものである本研究では，

この既存延焼モデルに改良を加えることで，地震火災の延焼性状を

予測可能なモデルへと発展させる.

2.1建物火災性状

地震火災の特徴は，地震動によって構造的被害を受けた建物が多

数混在する市街地で火災が発生L-，個々の建物の火災性状がそれぞ

れの構造的損傷状況の影響を受ける点にある.なかでも，内部空間

が押し潰された建物の火災性状は，熱源が区画化されていないため

に，内部空聞が保持された建物のそれとは大きく異なる.ここでは，

こうした火災性状に対する影響の大きさを踏まえ，建物損傷状況と，

それに対応する燃焼モードを以下に示す2種類に分類し，それぞれ

に個別の計算手続きを用意するものとする.

建物聞の延焼拡大要因

。)内部空聞の保持された非倒壊建物 区画火災の集合

。1)内部空聞の保持されていない倒壊建物 クHプ火炎

ただし， (II)は，層崩壊の発生により内部空聞の消失した建物を

指しており，ここでは倒壊建物と呼ぶこととする また， (I)に

該当するこれ以外の全ての建物を非倒壊建物と呼ぶこととする.

まず，内部空聞が保持された非倒壊建物については，一層ゾーン

モデルの考え方に基づいて火災性状を許算する.一層ゾーンモデル

では，建物を構成する各部屋(区画)の占有空聞を検査体積とみな

し，検査体積ごとに定式化される支配方程式を時系列に解くことで

火災性状を予測する ただし，火災の規模を左右する発熱速度の大

きさについては，可燃性ガスの生成速度と開口部からの空気の流入

速度kの関係から評価する目本モデルでは，既報 9，10)で示した方法

に基づいてこの計算を行う

一方，内部空聞が保持されていない倒壊建物については，検査体

積となりうる空間が残されていないので，一層ゾーンモデルを利用

L-1t火災性状の許算は行えない，倒壊建物の場合には，内部に収納

されていた可燃物や構造材が屋外に露出していることが多く，むL

ろ建物全体を多孔質状の木質系可燃物とみなして，これが外気に曝

される中で燃焼すると仮定する方が実態を表しているものと考え

られる ここでは，既往の木材クリプを利用した燃焼実験の結果を

踏まえ，自由空間における火炎モデルをもとに個々の建物の火災性

状を定式化する この詳細は3章で整理する

2.2建物聞の延焼性状

ある燃焼中の建物(加熱側建物)から周辺の建物(受熱網l建物)

への火災拡大はa以下の3要因によってもたらされるものと考える.

(A)火災建物からの熱伝達

但)火災気流からの熱伝達

(C)火の粉の飛散

要因(A)では，非倒壊建物の火災室に充満する高温ガスキ開口

噴出火炎，もしくは倒壊建物の上方に形成される火炎を熱源と考え，

ここからの放射熱伝達により周辺の建物が加熱される

要因 (B)では，火災建物を熱源とする熱気流が市街地風によっ

て吹き倒され，風下側の広い領域に外気温上昇がもだらされる

要因 (C)では，火災建物から屋外に放出された火の粉が，市街

地風によって同じく風下側の広い領域に飛散し，そのうちのいくつ

国
、
嶋

T
・

ら

』

古流気毘火B
 

(ll)倒壇建物 (1)非側捜建物
(クリブ火災区画火毘の集合〕

建物田構造被害と燃焼モド

①軸組の損傷(柱田察知変形等)
申面材の欠損〈壁窓ガラスの破損等〉

l申外装材の剥落 l 

建物構噛被害回分額

図1地震火災の延焼性状予測モデル
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このうち， r ( 1)非倒壊建物」は，対応する建物損傷レベルがr(0) 

被害なし・軽微-(3)大破」と幅広いため，一層ゾーンモデルに

よる一律的な計算を行えば，構造的損傷が火災性状に及ぼす影響を

適切に評価することが出来ない可能性がある そこで， r ( 1)非倒

壊建物」については，さらに次の項目に着目することで，構造的損

傷と火災性状が相互に及ぼし合う影響を関連付ける

①軸組の損傷

②面材の欠損

③外装材の剥落

まず項目①は，柱や梁といった軸組の，地震動による残留変形や，

火災加熱による焼け細りのことを指している ここでは，地震動に

よる影響を「柱の残留傾斜角J，火災加熱による影響を「柱の炭化

深さ」で表わすこととl.-，ここから算出される軸組の保有耐力と荷

重の大きさの関係から建物の倒壊判定を行う.また，地震動だけで

なく，火災加熱によって建物が倒壊すると判定された場合において

も，燃焼モードは(1)から(II)へと移行する，

次に，項目②は，壁・扉・窓ガラスといった面材の，地震動によ

る破損や，火災加熱による燃え抜けのことを指している.ここでは

「欠損串」としてこの大きさを表す 面材の欠損が大きくなれば，

火災室に供給される新鮮空気の量が増加するのと同時に，まだ着火

していない可燃物に伝達されるエネルギー量が増加して，火災拡大

につながる可能性がある

最後に，項目③は， モルタルキALCパネルなどの外装材が，地

震動や火災加熱によって剥落することを指している ここでは I剥

落車」としてこの大きさを表す.外装材の剥落により，もともと覆

われていた可燃性の軸組キ面材が屋外に露出すると，隣接する火災

からの加熱による着火が起こり易くなる

また， r (II)倒壊建物Iについては，建物火災を夕日プ火炎とみ
なした計算を行うが，この場合の燃焼性状は，倒槙後の建物形状や，

多孔質系可燃物の燃焼特性といった条件によって決定される目また

こうした条件は，隣接する建物への伝熱量の大きさにも関係し，建

物聞の延焼性状を左右する要因ともなる.

ここに示した建物損傷の各指標は，まず，地震動に基づく建物損

傷レベルによりその大きさが決められることになる，その後の火災

加熱による損傷の進行状況はa これらの指標に反映され，連動する

火災性状の変化へとさらにつながっていく.こうしたモデル化の詳

細については5章で，また一部を3章で整理する

3.建物火災性状

ここでは，地震動や火災加熱により建物が倒槙l.-，燃焼モードが

かが延焼先となる可能性のある建物のよに落下する

これらの要因が作用した結果，次のいずれかの条件が，受熱側建

物において満たされた場合，建物聞の延焼が起こるものとみなす.

(a+b)入射熱流束が着火限界値を超えた場合

(の 十分な熱エネノレギーを有する火の粉が落下した場合

このうち，条件 (a+b)は，上に記した着火要因(A)， (B)が複合

的に作用することによってもたらされる.またa 条件 (c)には，

着火要因 (C)が対応している

こうした建物聞の延焼計算の枠組みそのものは，建物の構造的被

害の有無によって異なることはないただし，加熱側建物から受熱

側建物への熱伝達性状は，加熱側建物の燃焼モードや，受熱側建物

の損傷程度なEの違いによって異なるため，具体的な計算の手続き

については個別の状況に応じて整備しておく必要がある このうち，

建物が構造的被害を受けていない場合の着火要因，および着火判定

の軒算については，既報恩問で示した方法をそのまま利用する.建

物が構造的被害を受けている場合の火災拡大の計算手続きについ

ては4章で整理する.

2.3建物の構造被害と火災性状

地震火災のもう一つの特徴は，火災が継続することで建物の構造

的損傷も進行し，それに応じて火災性状そのものが変化する点にあ

る.すなわち，建物構成部材の損傷をもたらす外力には，地震動と

火災加熱の双方が考えられ，前者は 1回だけ作用する(余震を除く)

のに対l.-，後者は状態を変えながら継続的に作用することになる.

こうした関係を整理したものを図2に示す

本モデルでは，地震発生後の火災延焼性状を予測することを目的

としているので，地震動による個々の建物の構造的損傷の度合い

(建物損傷レベルと呼ぶ)が計算の与条件として必要となる ここ

では，慣用的な分類の一つ叫問に従い， (0)被害なし・軽微， (1) 

小破， (2)中破， (3)大破， (4)倒壊，の 5段階に建物損傷レベル

を分類する控".ただし，こうした分類は，軸組の残留変形や基礎

の不同沈下の状態などに基づく，建物の構造的健全性を表すもので

あるため，ここから直接的に火災性状に対する影響を評価すること

はできない.そこで，上記の 5段階の分類に基づく被害内容を，火

災性状への影響に着目した被害内容に変換する必要がある.

まず，先に定義した建物火災の燃焼モードを左右する内部空聞の

保持状態の定義と，建物損傷レベルのそれを対応付けることは厳密

には困難であるものの， r (0)被害なし・軽微-(3)大破」となっ

た建物が， r( 1)非倒壊建物」に相当するものと考えるまた， r (4) 

倒壊」となった建物は，燃焼モードの観点から定義される r(II)

倒壊建物」に相当するものと考える この関係を図3に示す
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②面材由史損[畳贋竃ガラスの破揖I燭え被け)
③外量材申制葺

①燃焼畢臨時置化((1)棒鋼・([圃壇)
火鍵性根 l②斬鮮空軍司供給/延焼経路骨冊成
③延焼防止性能由低下

外カ

11造.'"

図4倒壊前後の建物形状
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火挺加齢による倒壊

図3建物の構造的被害と火災時の燃焼モード図2地震動と火災加熱による損傷



(1)から(II)へ移行した場合の火災性状の定式化を行う

3.1燃焼速度

倒壊した建物が周辺の火災から延焼を受けるなどして燃焼を始

めると，乱雑に積み土がった様々な形状の破損部材の上に火炎が形

成される.本来，破損部材の種類は様々であるが，火災時の主要な

可燃物は，一般の戸建て住宅などで構造材として使用されることの

多い木材になるものと考えられる.ここではこのことを踏まえ，倒

壊建物の燃焼性状が，棒状の木材を井桁状に組み上げた木材クリプ

の燃焼性状で近似できるものと考える.

木材クリプは，建物内部の火災性状を再現するための代表的な火

源のーっと見なされてきたこともあり，燃焼性状を調べるための実

験が比較的多くなされてきた.ここでは，そのうちの一つの結果を

利用することとし，可燃物の露出表面積に依存した場合の燃焼速度

均'F，と，可燃物の空隙を通じて供給される空気量に依存した場合の
燃焼速度 mp~ のうち，いずれか小さい方の値が実際の燃焼速度治F

になるものとして次のように計算する町.

建物全体として見た場合に階高HRに一致することになる 以上の

仮定に基づく，建物形状の倒壊前後の関係を図4に示す目》

倒壊建物を木材夕日プとみなした場合の木材の隙間間隔Scにつ

いては，倒域建物の空隙串日。がSc!(Dc+ Sc).と表わされること
を踏まえ，次のように計算することができる，

SFZI-DF 
， 1-; ， (4) 

なお，木材の代表厚みDcには任意性があるが，ここでは倒壊建物

が燃焼する場合の主要な燃料が，柱や梁といった軸組材料になるも

のと考え，こうした軸組の一般的な断面寸法を与えるものとする

4.建物聞の延焼性状

燃焼中の倒壊建物から隣接する建物への火災拡大は.2.2節に示

したように， (A)火炎からの熱伝達， (B)火災気清からの熱伝達，

(C)火の粉の飛散，によってもたらされる.このうち， (B)， (C) 

については，既報'，10)で示l.-1t.方法を利用して軒算を行うこととし，

均IF=mmい:F，s.mF，P} (1) ここでは，建物が倒壊している場合について個別の扱いが必要な

(A)の定式化を行う

ただし mF，s. mF，Pはそれぞれ次のように求められる 4.1火銭形状

倒壊した建物の上方に形成される火炎の形状は，燃料の供給源と

時sヰ ιほ) (2) なる倒壊建物の立体形状，中でも建物の地表面投影形状に依存する

市街地には不整形な建物が多数存在するが，こうした個々の建物形

';'F~ ~4.4XIO-4[全勝) 。) 状に応じた計算方法の一般化は困難であるため，ここではこれを簡
略化することで，放射熱伝達計算を系統的に取り扱うことを考える.

ここで，Moはクリプの初期重量，Mは当該時刻における夕日プの すなわち本モデルでは，倒壊建物火炎を，代表寸法Dを底面直径と

重量，Dcは木材の代表厚み，Scは木材の隙間間隔，Hcはクリプ する円柱状火炎とみなl.-，ここから周辺の建物に対する放射熱伝達

全体の高さ，vpは木材表面の炭化速度である. が起こるものと考える

3.2倒壊後の建物形状 円柱状火炎の高さ，および傾斜角については，無風時と有風時の

上式(1)-(3)による燃焼速度泊F の計算lこはE倒壊建物の形状に閉 それぞれの場合について計算式を用意しておく必要がある.まず，

する情報が必要となるが，建物倒壊時の破壊パターンは構造種別や 無風時の火炎高さHp には，ガス燃料，アルコール燃料，木材とい

規模によっても様々であり例え凹・"これを全て反映させた火災性状 った燃焼特性の異なる各種燃料を利用した実験の結果から導かれ

の計算を行うことは難しい ただしa 延焼火災の危険性が高い密集 t次の関係式を用いる叫同.

市街地では， 1階もしくは2階建てといった低層の木造建物が多い

こうした建物が倒壊した場合の破壊パターンについてa筆者らが近

年の被害地震において撮影した写真を併せて見てみると，押し潰さ

れた 1・2階部分の瓦礁の上に屋根が残ったものや， 1階部分が崩擁

してz階部分だけが残ったものが多い.この高さには大きなばらつ
きがあるが，ここでは中間的な値をとることとし，もとの建物階高

Jむが倒壊建物の高さに相当するものと仮定する，

また，こうした低層の木造建物の倒壊は，軸組の接合都が外れる

ことによって起こることが多いことを考慮し，部材の散開幅は，柱

の倒れ込み幅(階高HR) に相当するものと仮定する 建物が倒れ

号~{留経;::j ただし Q~=ロお宮 (5) 

ただし，Qは火炎の発熱速度，P.は外気の比重，Cpは定圧比熱，

九は外気温 gは重力加速度である

一方，有風時については，火炎高さ HFに加え，火炎の中心軸長

さらを求めることで，傾斜角を含めた火炎形状を把握することが

できる ここでは，木材の燃焼実験の結果から導かれた次の関係式

を利用する町.

込む方向については，軸組みや構面の配置状況といった建物の個別 { _，_d、O.43(rT2、-0.11
の条件にも左右されるただし，こうした情報を，計算対象となる 苦~7~詰J l言j (的

市街地の全ての建物について把握することは難しい.そこで本モデ

ルでは，柱の倒れこみ方向を考慮せず，倒壊による建物全体の重心

位置の移動は小さいものと仮定する.すなわち，倒壊前の各外壁が，

屋外方向に階高HRの半分だけ移動した位置が，倒壊後の建物の外

周に相当するものと考える.この場合，結果的に得られる散開幅が，
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号ベ剖若)叩 (η 

ここで， m4は燃料の単位面積あたりの重量減少速度，U，咽は市街地
風の風速である



4.2火炎からの放射熱伝達

円柱状火炎から受熱面に対して伝達される熱流束は，円柱状火炎

の形態係数と放射エネルギーの積として計算できる目ただし，形状

が時々刻々変動する火炎の形態係数を，膨大な数の建物から構成さ

れる市街地全体で計算することの負担は大きい，そこで本モデルで

は，火炎の放射特性をある一つの点に代表させ，ここから受熱面の

重心に設定される受熱代表点に伝達される熱量を計算する，ここで，

放射代表点から等距障にある球面を通過する放射エネルギーが，火

炎からの全放射エネルギーに等しいとみなすとs受熱代表点に入射

する熱流束q~ は次のように計算できる.

q~ =ム皇cosa
R 忽.'

ただし，XRは発熱速度Qの放射成分の比率 sは放射代表点ど受

熱代表点の直線距離，aは放射代表点から受熱代表点に伸ばした直

疎が受熱面の法線となす角である.

このとき，放射代表点は，円柱状火炎の重心に設定するこkも可

能である しかし，この場合の距離sには火炎の奥行き長さも含ま

れることになるため，倒壊建物の規模が大きくなるほど実質的な放

射代表点との隔たりが大きくなり，伝達エネノレギー量が過小に評価

される可能性がある.そこで本モデルではa図5に示すような仮想

火炎面を考え，その重心に放射代表点を設定する との仮想火炎面

は，受熱点から円柱の外周に伸ばした宜線の接点を頂点とする，高

さHFの長方形であり，受熱点に対する円柱状火炎の投影面を近似

している なお図 5は，無風時における円柱状火炎と受熱田町関係

を示したものであるが，有風時に火炎が傾斜した場合についても，

火炎とみなす円柱を傾けることにより，同様の手続きが適用できる.

5.建物の構造的被害と火災性状

建物構造被害については， 2.3節に示したように，①軸組の損傷，

②面材の欠損，③外装材の剥落，の3種類に内容を分類1.."それぞ

れが火災性状との問で及ぼしあう影響を定式化する

5.1軸組の損傷

軸組の損傷程度は，建物倒壊の判定基準となるのと同時に，この

(8) 

を行うべきである しかしここでは，計算手続きの簡略化を図るた

め，架構全体の損傷の大きさを，ある 1本の柱の損傷の大きさで代

表させる目すなわち，地震動もLくは火災加熱によって柱の耐力が

低下して荷重を支えきれなくなった場合，その柱の破壊が起こるの

と同時に建物全体が倒壊に至るものと考える，

まず，地震動による軸組の損傷程度は， r柱の残留傾斜角θ」で

表されるものとする，表 lは， 2.3節に示した (0)被害なし-(4)

倒蹟の5段階の建物損傷レベルを，経験的な柱の残留傾斜角θに対

応付けたものである 火災延焼計算を行うにあたっては，建物損傷

レベルに応じた個々の建物の残留傾斜角。が，この関係に基づいて

与えられる 一方，火災加熱による軸組の損傷程度は柱の炭化

深さ xJで表されるものとする目地震発生後の火災によって建物内

部の柱の炭化が進むと，炭化した部分が荷重を負担することはない

tめ，柱の支持カは徐々に低下する.最終的に荷重を支えきれなく

なれば，柱は破壊し，建物倒壊へと発展する ここでは，偏心荷重

による曲げと，柱材の軸直交方向に加わるカによる曲げが，柱に作

用するものと考え，以下の判定式によりその破壊を予測できるもの

とする

cr" cr ~+~;;d 
んん

。)

ここで， σBは偏心荷重による曲げ応力， σHは軸直交方向のカに

よる曲げ応力，んは柱の曲げ強度である なお，柱の炭化の仕方

は，外周部の露出状況などによって異なるが，ここでは柱の断面形

状を正方形と考え，外周4面のうち l面が加熱を受けるものと仮定

する.ただし，炭化速度 Vpについては，本モデルでは加熱強度な

どの影響を考慮せず，0.8m皿/分という値を一義的に与える瑚

火災の発生からある時聞の後に炭化層深さが xとなっていると

すると，荷重は有効断面の中心から x/2だけずれた位置に作用する

(図 6) この偏心荷重によって生じるたわみは，柱の中央部で最大

となり，その大きさ vは次のように表わされる

v=?時 1)ただし k=厚 (10) 

結果をもとに，建物燃焼モード(1)から (11)への移行が決定さ ここで wは鉛直荷重 EIは柱の曲げ剛性 H は柱の長さであ
れる建物の倒壊については，建物の内部空聞が，柱や梁など複数 る このとき，柱に加わる曲げモーメントMBは，軸方向に働く力

の構造材料から構成される架構によって保持されていることを踏

まえ，本来であればa架構におけるカの伝わりを考慮した上で判定

の大きさがW田50となるので次のように表わされる.

B=W∞刊+f)
)
 
1
 
1
 
(
 

図5無風時の円柱状火炎からの放射熱伝達

=Wcosθx .五;研奇

桂材の軸直交方向のカによる曲げ

については，材端を固定端として柱

頭に水平変異のみ自由度が与えた状

図6偏心荷重による柱の曲げ破壊
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態を考える.このとき，柱端部に作用するモーメントMHは，材端

に作用するせん断力 Ws担θを用いて次のように表わされる目

H =WSinO{ ~) 

以上より ，M.およびMHによる縁応力σBと円は， zを柱の断
面係数として，それぞれ次のように計算することができる

blb-xr 
円=?，円=子，ただし z=~二L

ここで，bは柱断面の一辺の長さである.

5.2面材の欠損

本研究では，壁，扉，窓ガラスなどの面材が隔てる 2つの空聞の

聞に一切の遮蔽物がなくなる部位のことを欠損部分と呼ぶ また，

欠損部分の面材全体に対する面積の比串を「欠損串」と定義し，被

害程度を表す指標とする，隣接する2空聞の聞の換気や放射による

熱伝達は，欠損部分のみを通じて起こるため，欠損率の大きさが，

建物火災性状ならびに建物聞の延焼性状に及ぼす影響は大きい目面

材の欠損は，地震動と火災加熱の双方によって発生・拡大する こ

のうち，地震動による欠損の発生は，過去に発生した大規模地震の

建物被害の撮影記録などにも散見される ただし，複数の板材料が

積層した壁に生じた欠損は，一見して部分的な材料の剥落とは見分

けがつき難いことが多く，これを定量化するために必要な資料は少

ない そこで本モデルでは，当面，地震動の影響は考慮せず，主に

火災加熱によって面材の欠損が発生・拡大するものと考える，

火災加熱による画材の欠損は，燃え抜けとも呼ばれるが，その発

生機構は，材料の劣化・椿融や，材料聞の膨張串の差に起因する歪

みなど様々である ただし，こうした状態の変化は，面材へ入射す

る累積受熱量の大きさにより一般化が可能であるものと考え，累積

受熱量が面材の種類に応じて設定される限界値 Q~ を超えた段階で

燃え抜けが始まるものと考える.すなわちa ある面材の燃え抜けに

よる欠損の発生時刻らはa 加熱が始まった時聞を0，面材への入射

熱流東を4'として次式を満足する値となる

rμ=e:. 
この関係に基づけば，面材の燃え抜け難さを Q~ の大小で表すこと

ができる ただし.Q:"そのものは物理量であり，このままでは，
例えば建築基準法に規定される耐火構造や準耐火構造などの，既に

普及している火災安全性能指標例えば明との比較は難しい.そこで，

限界受熱量¢を，次のような等価燃え抜け時間ιに換算する.

e:.= r <t........dt 

(12) 

ることができる 本来，欠損の発生しやすい部位や欠損の拡大速度

も画材の性質によってまちまちではあるが，ここでは，面材の重心

を起点として辺縁と直角方向に欠損が生じるものとし，その拡大速

度は画材に対する入射熱流束の大きさに比例するものと考える

5.3外装材の剥落

ここでは，面材の欠損部分に対l.-，外装材の一部が脱落するなど

して下地が露出した部位のことを剥落部分と呼ぶ，欠損部分とは異

なり，剥落部分を通じて換気や放射熱伝達が起こることはないた

だし，不燃外装材が剥落することによって面材の防火性能が低下す

るのと同時に，可燃性材料が下地に使われていれば，ここが屋外か

らの加熱に曝されることによって着火に至る可能性は増大するそ

こで，面材に対する剥落部分の面積の比率を「剥落率ψ」と定義l.-，

外装材剥落後の画材が燃え抜けを起こす限界の受熱量Qみを，1"の

関数kして次のように与えることとする.

)
 
3
 
1
 
(
 

e:.# =I".e:.... +(I- l"hZ"~ (16) 

(14) 

ここで， e:....は外装材が全て剥落した場合の限界受熱量.Q;，.，Bは

外装材が剥落していない場合の限界受熱量である

地震動による外装材剥落串ψの評価には，兵庫県南部地震におけ

る建物損傷レベルと非構造材である外壁の被害程度(外壁損傷レベ

ルと呼ぶ)が対応付けられた結果を利用する町，柱の.図7は，事l落

率伊の評価の流れを示したものである剥落畢pの評価対象はa 先

に定義した 5段階の建物損傷レベルのうち， (0)被害なし・軽微と

(4)倒壊を除く， (1)小破， (2)中破，(3)大破，のいずれかに

該当する建物となる 同じ建物損傷レベルであったとしても，外壁

損傷レベルにはばらつきがあることを踏まえ，ここでは，外壁損傷

レベルの内訳を示す累積確串分布を，建物損傷レベルごとに用意し

ている.従って許算上は，まず建物損傷レベルを設定l.-，該当する

累積確率分布をもとに確率的に外壁損傷レベルを評価する外壁損

傷レベルは(1'0)から(白)までの 6段階に分類されており，各損

傷レベルに対応する剥落率ψが，文献珂の記述をもとに与えられる

なお，外装材の剥落は，火災加熱によっても進行する これに伴

い，画材の防火性能は徐々に低下していくが，ここではこうした効

果が，式(16)によって調整される限界受熱量Q;..IPや，そこから導か

れる等価燃え抜け時間tLの中に既に組み込まれているものと考え，
この過程を陽にモデル化することはしない.

6.兵庫県南部地震における市街地証蜂火提

1995年の兵庫県南部地震では，神戸市を中心に広い範囲で火災延

焼による被害が発生した2ト開.地震発生から 10日の聞に，神戸市

構造被害と外壁被害 外壁損傷レベルと刷落車

ここで q~は IS0834標準加熱曲線による加熱を

加えた際の面材への入射熱流東とする.すなわち，等

価燃え抜け時聞が乙の面材とは，標準加熱を受けた

場合に時間ヰだけ燃え抜けを起こすことのない面材

と，同等の性能を有していると見なすことになる

燃え抜けが発生して以降の欠損拡大の具体的な計

算手続きについては，既報 9，10)に示した方法を利用す

1ω 
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図7地震動による建物の構造被害と外壁の剥落率
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で発生した建物火災の件数は 157件，そのうち焼損延床面積が

lO，OOOm2.を超える大規模な延焼火災は 11件となっている町本稿

ではこのうち，長田区の高橋病院周辺と御蔵通 5・6丁目で発生し

た2件の火災の延焼シミュレーションを行い，調査記録をもとに作

成された延焼動歯図明と計算結果を比較することで予測モデルの

妥当性を検証する表2は，これら2件の火災による被害の概要を

整理したものである.いずれも地震発生直後に火災が発生しており，

鎮圧に至るまでの時聞は，高橋病院周辺火災で約 18時間，御蔵通

5・6丁目火災で約 13時間となっている

6.1計算条件

計算に必要となる建物形状に関する情報は， 1990年に発行された

都市計画図から読み取った.同都市計画図では，普通建物，堅牢建

物，無壁舎の3種類に建物が分類されている このうち，堅牢建物

については， 3階建て以上の場合に階数の記載があったのでそれを

採用することとし，それ以外は全て2階建てとした.ただし，いず

れの種別についても建物内部の間仕切りの配置を把握することは

困難であるため，各階の占有空聞を 1つの検査体積とみなした.建

物高さに闘する情報も入手が困難であるため，ここでは普通建物と

無壁舎の階高を 3m，堅牢建物の階高を4皿と一律に設定した.

開口形状については，既往の実態調査町の結果を参考に，次のよ

うに壁面積に対する開口部の面積比串らを与えること とした.

rO.3'可ら)(L~ L，) 
ら=10.3 (L>ら) (17) 

ここで Lは当該壁面と最も近接する壁面との距離，L， は基準距

離であり，ここでは 5mとしたすなわち，他の壁面との距離Lが

小さいほど開口面積比率らは小さく推定されることとなる.

各建物の燃焼・熱伝達特性については，建物種別ごとに，表3に

示すように設定した.ここでは，普通建物と無壁舎が防火木造建物，

堅牢建物が耐火造建物とそれぞれ同程度の火災安全性能を有して

いるものと仮定した.ただし，固定可燃物の初期露出表面積比判と

は，固定可燃物の全表面積のうち，燃え抜けによってではなく，火

災発生当初から露出している表面積の比串を指している列，10)表面

病院周辺での確認結果である 本計算では， r全層が崩壊した建物I
と「最下層が崩壊した建物」を r(4)倒壊」とした ただし，被災

地域が焼失してしまっていることもあり，全ての建物の損傷レベル

をこの方法により確認できたわけではない そこで， r崩壊してい

ない建物」は r(0)被害なし・睦微-(3)大破」のいずれか， r未

確認の建物」は r(o)被害なし・軽微-(4)倒壊」のいずれかに

該当するものとしa表2に示す周辺地区の建物損傷レベルの割合を

もとに，無作為に個々の建物の損傷レベルを割り振った

6.2計算結果と考察{高橋摘院周辺火災〉

高橋病院周辺地区は，南北に 300mほどの間隔で並走する国道2

号線I::JR山陽本線に挟まれている ここでは，当時焼失した建物

997棟とその周辺の建物を含めた計 1，1お棟を対象止した火災延焼

シミュレーションを行った ただし，焼失した地域の南，東，北の

各方面については，広幅員道路などによって隔てられていることか

ら延焼の危険性は小さいものと判断し，許算対象から除外した

図 10は，その結果を可視化したものである.設定された出火点

は2か所であり，いずれも地震発生直後に出火したものと考えられ

表 2兵庫県南部地震における市街地延焼火災の被害叫，問

対量地埴周辺の
構造祖害レベル
町内訳(推定)

①畏田区梱離通5丁目

積比'f'，は，建物内部での可燃性ガスの供給速度を支回する指標で | 壁

あるが，これまでに実態調査などによる評価がほとんどなされてい

ない.そこで本研究では，計算結果と火災調査記録が最も良く一致

するよう，刊の値を試行錯誤的に調整した.

気象条件については，神戸海洋気象台の観測記録を利用すること

とした.図 8は，市街地風の風速と風向の観測記録を示している.

17日1時から 18日O時にかけての 1日聞の風速の平均は2.6mJsで

あり，変動はあるものの北東方向からの風が主であった.なお，市

街地風による影響が大きい飛び火による延焼については，確串論的

モデルによる計算が可能ではあるが凡 10)，計算結果に対する不確実

な要因を排除するために本検討での予測は行わず，聞き取り調査等

によって確認された飛ぴ火発生地点と発生時聞を計算条件として

与えることとした.

火災発生当時，地震動による建物損傷レベルがどの程度のもので

あったのかについては，報道機関による中継映像，日本火災学会に

よって整理された映像ライプラリー，住民へのヒアリング・アンケ

ート結果 21)，23ト明をもとに，建物単位の確認を行ったー図9は高橋
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ている. 100mほど離れた場所で同時に発生した 2件の火災は周辺

の市街地に延焼1..，出火から2時間30分を経過した 8:20までに合

流して 1つの燃焼領域を形成している.その後，南，東，北の各方

面で燃え止まった火災は，建物が密集1..，オープンスペースなどの

延焼匝止要因の少ない西側に燃え進んだ.この結果，出火から 6時

聞が経過した 11:50の時点での火災前線は，最も近い出火点から

200mほど離れた大国公園に遣しょうかとしている.なおこの時点

で，火災前線には燃焼領域の帯が形成されていることが確認でき，

その幅は 50m程度となっていることが分かる

聞き取り調査などをもとに作成された当時の延焼動態図叫に一

部加筆したものを図 11に，計算結果をもとに作成した延焼動態図

を図 12にそれぞれ示す目両者を比較する1:，計算による焼失範囲

が，当時の焼失範囲よりも大きく算出されており，火災による被害

が過大に評価される結果となった.中でも最も大きな違いは，大国

公聞の西側の街区に延焼が及ぶと計算された点にある こうした違

いは，計算で使用する市街地データの精度の不足のほかにa本モデ

ルにおいて消火活動による延焼抑止効果を考慮できていないこと
図9高橋病院周辺での建物の損壊状況

図 10高橋病院周辺火災の延焼シミュレーション結果

図 11高橋病院周辺火災の延焼動飽図(調査) 図 12高橋病院周辺火災の延焼動態図(計算)
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が大きな原因になっているものと考えられる 当時の消火活動状況

の報告町によると，消防隊による消火活動が開始されたのは. 14 

時から 16時にかけてと見られ，それ以降の延焼性状には消火活動

の影響が反映されている可能性がある.すなわち，大国公聞の北側

を経由した延焼の発生は，消火活動が開始されて以降の 17時とな

っていることから，ここから西側の街区への延焼が起こらなかった

理由は，消火活動によって火災そのものが消し止められたかa もし

くは勢いが弱められていた可能性が考えられる

消火活動が開始される前の延焼状況については，時刻ごとの火災

前線の位置から比較できる ここで，延焼距離が長く，比較が容易

な，出火点から西側の火災前線の位置に着目すると.8:20では計算

結果の方が遅れているのに対L. 10:00では計算結果と調査結果が

ほぼ一致，それ以降では計算結果の方が早まる結果となった この

ように，時間帯によって延焼速度に差が生じたということは，各時

間帯で燃え広がりが起こっている地域の燃焼特性が，実態とは異な

っていた可能性が考えられる.本計算ではa地震動による建物構造

被害の実態を確認できなかった一部の地区についてs建物損傷レベ

ルを各建物に対して無作為に割り振らざるを得なかった そこで，

このことが計算結果に及ぼしていた影響を調べるためa個々の建物

の被害レベルをその都度割り振りなおした計算を 10回繰り返した

図 13は，各計算から得られた焼失建物棟数の時間変化の平均と，

本検討で使用した計算結果を示している これによると，両者は同

様な時間経過をたどっており，本検酎で使用した許算結果は，概ね

平均的な被害拡大の経過をたどっていたと見ることができるただ

いエラーパーは各時刻で得られた標準偏差の大きさを表している.

標準偏差の値は.8:00から 12:00までの聞で比較的大きな値をとっ

ており，特に出火から聞もない段階においてa燃え広がり方にばら

つきが生じていることが分かる こうした違いをもたらす要因には，

以上のような対象地域の燃焼特性の設定方法のほかにも，計算モデ

ノレの仮定に起因するものも含まれているものと考えられる.例えば

建物が倒壊した場合には，本来であれば一定の方向に偏って部材が

散開することが多いが，本モデノレでは倒壊前後の建物重心に変化は

ないものと仮定した.これにより，延焼のしやすさの指向性が排除

され，周辺の建物との位置関係によっては，延焼速度を大きくする

作用があった可能性も考えられる.

6.3計算結果と考察(御蔵通5・6丁目火災〉

御蔵通 5・6丁目については，当時焼失した建物 225棟とその周

辺の建物を含めた計 531棟を対象とした火災延

焼シミュレーションを行った目出火点は，対象

10田

81叩

山町田
輔• 選制
21叩

。 415! 
時 18時

地域の北東角に 1か所設定してある なお，その当時，同地域の東

側に隣接する地域では，別の出火点から始まった延焼火災(菅原変

電所周辺火災)により大きな被害を出した.これら2件の火災は一

体的な火災と見なされることもあるが，ここでは，両地域が幅員

20-30mの国道28号線で隔てられていることを考慮し，両火災が相

互に及ぽし合う影響は軽微なものとして，御蔵通ト 6丁目で発生

した火災を独立して扱うこととした，

聞き取り調査なEをもとに作成された当時の延焼動態図明に一

部加筆したものを図 14に，計算結果をもとに作成した延焼動態図

を図 15にそれぞれ示す.高橋病院周辺火災の場合と同様，焼失範

囲は過大に算出されており，街区外周の広幅員道路にたEり着くま

で燃え止まりが生じることはなかった目この理由には，やはり消火

活動による延焼抑止効果を考慮した計算を行っていなかったこと

が挙げられる.御蔵通 5・6丁目火災では，高橋病院周辺火災に比

べ，比較的早期に消火活動が開始されていた.このことは，最終的

な焼け止まり線の全長のうち消火活動によって延焼が匝止された

長さの比串に見ることができ，高橋病院周辺火災が1.8怖であった

のに対L.御蔵通 5・6丁目火災では 12.8%となっている叫ーこう

したことから，消火活動を考慮していなかったことの影響は，御蔵

通5・6丁目火災においてより顕著であったものと考えられる

一方，延焼動揺図の火災前線の位置を比較すると，計算結果の方

が幾分速いものの，比較的良好に延焼速度を再現できているものと

考えられる，中でも，火災当時にも燃え止まることのなかった出火

点から南西方向と南東方向の一致は良い本検討には，消火活動に

よる延焼抑止効果が考慮されておらず，許算条件としての市街地情

報についても確定的な設定が困難であったため，ここでの一致がモ

デノレの妥当性をそのまま保証するものではない ただし，その前提

となる基本的な性能についての検証は行えたものと考えられる

7.まとめ

本研究では，地震動による建物の構造的損傷と，火災加熱による

損傷の拡大を考慮した，市街地火災の延焼性状予測モデルを構築し

たここでは，建物の構造的被害を，①軸組の損傷，②面材の欠損，

@外装材の剥落，の3種類に分類し，地震動・火災加熱による各被

害の発生・拡大と，その結果もたらされる火災性状の変化をモデル

化した また，構築した延焼モデルの妥当性を検証するため.1995 

年の兵庫県南部地震において発生した市街地火災の延焼シミュレ

図 13被害レベルの無作為な割り振りと焼失棟数 図 14御蔵通火災の延焼動態図(調査) 圏内御蔵通火災の延焼動態図(計算)
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ーションを行った ここでは，モデノレ変数である固定可燃物の初期

露出表面積比%の値を調整することにより，比較対象とした高橋

病院周辺火災および御蔵通ト6丁目火災の延焼動態図を再現する

ことを試みた この結果，延焼動歯の巨視的な傾向を捉えることは

出来たが，最終的な焼失範囲や時間別の延焼速度についてはE 消火

活動等の影響に起因すると考えられる違いも見受けられた延焼モ

デルの妥当性を実際に発生した市街地火災との比較だけで検証す

ることは，火災当時の市街地状況を正確に把握することが困難であ

るため限界もある そこで今後は，建物単体もしくは複数棟を対象

として実施された実験な~，検討条件が把握可能な対象との比較を

行うことで，モデノレの検証を継続していくことが重要と考えられる.
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注

注1) 延焼性状の予測には，許揮の前提条件となる建物構造被害や出火位置に

関する情報が必要となるが，本モデルではこうした条件の予測は行わず，計

草条件として陽に与えられているものとするーなお，地震動による建物構造

被害，地震出火のいずれについても，既に多くの予測モデルが提案されて

いることから，こうした予測モデルを組み合わせることにより将来町発生部

予相される地震火見についても延焼性状を予測することができる

注2) 本研究での建物円建物損傷レベルの定義は，以下のようになる

(0)被害なし・軽微 ア)外見上被害がまったくないイ)一部の屋根瓦に損

傷的一部の垂れ屋・腰壁・仕上げ材にひび割れ，

(1)小破・ア)大部分のレンガおよびー輔の屋根瓦が破損イ)ー師白壁に

ひび割れウ)一部の壁仕上げ材が脱落エ)基礎の一部にひび割れ

(2)中破，ア)大部分の壁・垂れ息・腰壁にひび割れが生じ，一部前脱落

イ)大部分の屋根Eが破損・ク)基礎のひび割れが著しい

(3)大破ア)大部分の壁・垂れ且出破損し，内外装材がほとんど脱落イ)

筋かいが折損し，柱・梁に割れが生じ，剛志破損.

(4)倒壊・ア)屋担・壁・床・柱等の破損が全面にわたり，建物の変形割著し

い.イ)周辺地盤町崩壊により，建物の蛮躍が著しい

注3) 本モデルでは，例えばZ階建ての1階部分で層崩園前起こった建物の場合

に， 2階部分の内部空聞が保持されていたとしても， r (rr)倒壊建物jと分類

され，クリプ火長を仮定した燃焼計算が行われるまた，構造的にはr(4)倒
壊」と判定され，軸組前大きく傾いているものの，内部空聞が保持されてい

る場合についても同様となるこうした建物の火良性状については，夕日プ火

長を仮定した計算が適当ではない場合もあるものと考えられ，今檀の横討

が必要と考えられる，

注4) 空隙率，は，倒壊建物の占有体積vと，散開した師材が陳聞なく積み上

げられた場合の正暁の体積恥ぜを用いてJj{のように表わされる

;==!...ニ主ι
v (.1) 

本研究で使用したて空隙率，は，過去に伝統木造住宅を対車として実施さ

れた重量測定結果"峰参考にして求めた，測定対象となった建物の建築

面積AJ>は72rrt，階高 HRは3mであり.3.2節に示した定義に基づいて占

有体積vを求めると概ね止のようになる.

同([.4;+HR)'皇396m3 (02) 

部材の構成比をもとに換草した正味の体積町山は 17m'となったので，これ

を式(.1)に代入することで空隙串，には81%を得た

注勾 建物損慣レベルと揖留傾斜角 θの対応闘嶋は構法によっても異なるため，

本来であればー輯的に定められるものではないが，ここでは過去の地震被
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害調査に用いられた被提度判定基準 12}，および，建築基措法における損

慣限界変位(11120)や安全限界聖位(1130)明白、った基草を参考にして設

定した.

注6) 本朝究では，賢料町制約上，'eルタル仕上げの量骨造建物を対象とした調

査結果を利用するただし，層間壷形角と構造被害の関悟は構法によって

も異なるため，ここで設定した建物損個レベルと外壁損薗レベルの対応関

係が，倒えば木造量物に封しても適当である保証はない.今桂，手Ij用可能

な賢料が拡充されれば憧Eを加える必要がある
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